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本稿では全国家族調査のデータを用いて、第二子と第三子の出産タイミン
グの変動について検討する。特に、社会経済要因一女性の教育水準の上昇と
就業パターンの変化ーと価値意識要因一家族や夫婦に対する価値観の変化ー
に焦点をあてながら、カプラン・マイヤ一法によって第二子と第三子の出産
タイミングを推計して分析を行う。

まず初めに、本稿では出生タイミングの変動を出生力と関連づけながら論
じ、こうした変動を引き起こしたと考えられる要因について考察する。次に、
本稿で用いるデータと分析方法について説明する。続いて、第二子と第三子
の出産テンポの分析結果を示しながら、社会経済要因、及び、価値意識要因
と出産タイミングの関係について論じる。
本稿の分析結果によれば、 「短大卒」→「大卒J→「高卒Jの順で出産テ

ンポが遅くなる傾向が観察された。また、結婚によって就業を中断した場合、
就業を継続した場合より出産テンポが速くなる傾向が見られた。他方、価値
意識については、家族や夫婦に関して伝統的な価値観を持っている母親の方
が、非伝統的な価値観を持っている母親よりも早いテンポで子供を出産する
傾向があった。

キーワード:少子化/出産テンポ/女性就業/教育水準/価値意識

1 .はじめに

これまで日本の出生パターンの研究においては、出生力のレベル(カンタム)の変動に

主要な関心が払われてきた。特に出生力水準(レベル)の低下については、戦後、比較的

安定していた期間合計出生率 (PeriodTotal Fertility Rate)が 1970年代初頭から急激

に低下し始め、 80年代に置換水準 (ReplacementLeveDを下回るに至って以来、 「高

齢化」社会との関連で様々にら論じられてきている。これに対して、出生タイミング(テ

ンポ)の変動については、これまであまり研究関心が払われてきてはおらず、十分な研究

が行われてこなかった。しかし、日本を含む多くの先進諸国では、現在、完結出生力

(Completed Fertility)が 2前後にまで低下しており、多くの女性が 20年以上にもわ

たる生物学的出産可能期間において、 2ないしは 3人の子供を産むようになっている。従

って、子供を持つタイミングについてかなりの flexibilityが存在しており、出生バター

-115-



ンの特徴を考察する場合、何人の子供を持つかといった出力のレベル以上に、子供をいつ

産むかといった出生テンポが次第に重要な要素になってきている (Brass1989; 

Teitelbaum and Winter 1985; Ward and Butz 1980)。例えば、 Ryder(1980)はアメ

リカの戦後の出生パターンの顕著な特徴は、出生力の水準よりも出生のタイミングの変化

に顕著に現れていると主張している。特に、 1950年代後半からのベビーブーム期には出

産のタイミングが次第に早くなり、 60年代後半からのベビーバースト期には出産のタイ

ミングが遅くなる傾向があることが重要な変化として指摘されている (Bean1983; 

Grabi1l and Davidson 1968; Whelpton 1964)。また、他方、日本の過去数十年の出生

パターンを見ても、出生力の水準のみならず出生タイミングも大きく変化している。例え

ば、母親の第一子の平均出産年齢は 1970年年から 1999年までの約 20年間に 25.8歳か

ら28.0歳へ、第二子の平均出産年齢は 28.5歳から 30.5歳へ、第三子の平均出産年齢は

30.8歳から 32.5歳へと大きく変化しており(国立社会保障・人口問題研究所 2000)、

子供をもっ時期が遅くれる傾向がある。こうした状況をふまえるならば、出産タイミング

の変動は日本においても出生パターンの重要な特徴であり、人々の出生行動を理解する上

でも不可欠であると言える。さらに、こうした出産タイミングの遅れは、期間合計出生率

の低下の一因にもなっており(l)、出生力水準の低下を考える上でも重要な要素でもある

(Bongaarts and Feeney 1998; Ward and Butz 1980)。

近年の先進諸国の出生力水準の低下については、これまで主に 2つ観点 ωからその原

因が議論されてきている(Lesthaeghe1998; Mason 1997)。まずーっ目として、 New

Home Economics Theory ωにおいて特徴的に見られるように、出生パターンに変化を

もたらした原因として経済的要因、すなわち、子どもを持つことのコストの変化を重視し

ている (Groat，et al. 1976; Brewster 2000)。特に、女性の教育水準の上昇一とりわ

け高等教育への進学者の増加ーと、それに平行して生じた家庭外就業の増加や就職と退職

を繰り返す rM字型J就業パターンの崩壊は、彼女たちの労働市場における賃金稼得力

を上昇させる(Jensen1995)。そして、こうした変化は出産・育児による労働市場から

の撤退がもたらす経済的損失、すなわち機会費用を増大させ、子供を持つことのコストを

上昇させることになる。この結果、人々はより少ない数の子供を持つようになり、出生率

が低下したと考えられている(Becker1981; Cigno 1991; De Cooman， et al. 1987; 

Happel， et al. 1984; Razin 1980)。他方、第二番目のものとしては、 Second

Demographic Transition Theory ωに見られるように、子供や家族に対する態度や価値

観の変化といった社会学的要因によって出生力水準の変動が生じたと考えている

(Bumpass 1990; Preston 1986)。すなわち、近年、先進諸国では夫婦関係や親子関係に

ついての伝統的な価値観の影響力の低下し、個人主義や自己実現を重視する態度の強まる

傾向がある(Inglehart1990， 1997)。こうした態度や価値意識の変化によって、人々

は結婚して子供を持つ以外のことに人生の目標や幸福を求めるようになり、その結果とし
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て出生力水準の低下が生じたと考えられている(Lesthaegheand Meekers 1986; 

Lesthaeghe and Surkyn 1988; Preston 1986)。

こうした経済的要因と社会学的要因の出生パターンへの影響について、すでに幾つかの

分析が日本の出生力(カンタム)の低下に関しては行われている(Ogawaand Mason 

1986; Ogawa and Retherford 1993; Ohbuchi 1982; Osawa 1988; Retherford， et al. 

1996;阿藤誠 1997)。しかし、これらの社会変化の出産タイミングへの影響については、

これまで十分に研究されていない。第一子出産タイミングに関しては、 Ermischand 

Ogawa (1994)や福田 (1999)において社会経済的要因と価値意識要因の影響が分析

されているが、第二子と第三子のタイミングについては、ほとんど分析されていない。し

かしながら、既に述べたようにわが国の母親の平均出産年齢は著しく変化している。また、

国立社会保障・人口問題研究所が 1997年に実施した第 11回「出生動向基本調査Jの結

果によれば、夫婦の予定子供数の平均は 2.17人であり、 7割以上の夫婦が 2人、ないし

は 3人の子供を持つことを予定しており、実際に結婚持続期間 20'"'-'24年の夫婦の平均出

生児数は 2.24人である。こうした点を考慮するならば、第二子、第三子の出産タイミン

グは日本の出生パターンの変動を考察する上で、極めて重要な要素であると言える。本稿

では第二子と第三子の出産タイミングに対する経済的要因と社会学的要因の影響について

吟味する。

2 .データと方法

本分析では全国家族調査(以下、 NFR98と略称)の女性サンプルのうち、調査時点で

の年齢が 60歳以下で、かつ、結婚経験のある女性のみを用いる。さらに、配偶者との死

別や離別、あるいは再婚を経験した人と経験してない人との間では、出生パターンが大き

く異なることが知られている(Clark，et al. 1993)。従って、結婚経験のある女性から人口

学上の出産可能期間 (15歳'"'-'49歳)に配偶者との死別、または経験したことのある女性

は分析対象から除外した。こうして選ばれた分析対象者は 1956年以後に結婚した女性で

あり、戦後日本の高度成長期以降の結婚コーホートをほぼカバーしている。本分析の目的

は第二子と第三子の出産という 2つのライフイベントのタイミングの変動を吟味するこ

とであり、第一子出産から第二子出産までの間隔と第二子出産から第三子出産までの間隔

を月齢で測ったものを、これら 2つの出産イベントのタイミングの尺度として用いる。

以下の分析においては、第一子、あるいは第二子の出産の後、時間の経過とともに次の出

産を経験する者の累積割合をカプラン・マイヤ一法によって推計する。推計に際しては、

分析対象者を(1)学歴 (2)就業パターン (3)価値意識によってグループ分けして出産

イベントの累積経験者の割合を計算する。そして、これらの異なった社会経済属性と価値
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意識属性を持つ対象者の聞に、これらの出産イベントの累積経験者割合の時間的推移に差

異が見られるかどうかを吟味する。

3 .第二子出産タイミングの変動

(1)教育水準

グラフ lでは母親の学歴を(1)高卒:最終学歴が中学校あるいは高校 (2)短大卒:

最終学歴が専門学校、短大、あるいは高専 (3)大卒:最終学歴が大学あるいはそれ以上、

の3つに分類して、第二子出産経験者を推計している。

累
積

経

1.0 

験 0.5
者

割

合

グラフ1:母親学歴と第二子出産

大卒

0.0 -l------;--L----，，---..，.----r--r---"l 

o 10 20 30 40 50 60 

第一子出産後の経過月数

まず、母親の学歴ごとの第二子の出産テンポを比べると第一子から第二子までの出産間隔

は母親の学歴が「短大卒Jの場合がもっとも短く、反対に「高卒Jが最も長く、 「大卒」

が両者の中間になっており、 「短大卒j の女性が第一子出産後、最も早いテンポで第二子

を出産している。しかし、この三つの学歴グループ聞の出産テンポの格差はそれほど大き

くない。出産経験者が 50%に達する第二子出産のメディアン時間を見てみると、 「短大

卒」グループが約 32.3ヶ月、 「大卒Jグループが 32.5ヶ月であり両者の差はほとんど

ないと言ってよい。他方、 「高卒」グループでは 33.5ヶ月であり、他の 2つの学歴グル

ープより幾分長くなっている。

しかし、ここで注意しなければならないことは、第一子出産年齢の影響である。すなわ

ち、ある特定の出生順位の子供の出産タイミングは母親がそれより前の出生順位の子供を



出産した年齢と強い相闘を持っていることが知られている。例えば、 Yamaguchi(1995) 

の分析によれば、母親の第一子、あるいは第二子の出産年齢が上昇するにつれて、次の子

供の出産までの間隔が広がる傾向があることが認められている。従って、母親の学歴と第

一子の出産年齢に強い相関がある場合、グラフ 1で観察された学歴グループ間の出産タ

イミングの差は、学歴グループごとの第一子出産年齢のちがいによって引き起こされてい

る可能性がある。実際、第一子の出産タイミングは女性の学歴の影響を強く受ける傾向が

ある(福田 1999)。

この点を吟味するためにグラフ 2では(1)24歳以下で第一子を出産した母親 (2)25 

歳以上 27歳以下で出産した母親 (2)28歳以上で出産した母親、の 3つの第一子出産年

齢カテゴリーに分けて第二子の出産経験者を推計している。まず、すべての学歴グループ

で 28歳以上で出産した母親の第二子の出産テンポが著しく遅くなっている。特に第一子

出産後 45ヶ月前後から第二子出産者割合の上昇テンポが次第に鈍りだし他のグループの

と格差が拡大し始めている。反対に、母親が 25-27歳で第一子を出産した場合、最も早

いテンポで第二子を産んでおり、 24歳以下で第一子を出産した場合は 25-27歳の場合よ

りも若干、出産間隔が長くなる傾向がある。従って、第二子の出産タイミングは 28歳ぐ

らいまでは第一子出産年齢の上昇とともに早くなるが、それ以後は遅くなる傾向があり、

両者の関係は Curvilinearであると言える。しかしながら、母親の学歴と第二子出産テン

ポの関係は、すべての第一子出産年齢カテゴリーにおいて、同ーのパターンを示している。

すなわち、 「短大卒」のグループが第一子の出産後、最も早いテンポで第二子を産んでお

り、次いで「大卒」グループ、そして最も第二子出産間隔長いのが「高卒」グループにな

っている。この順序は母親の第一子出産年齢が 24歳以下の場合でも、 25-27歳でも、 28

歳以上でも同じであり、例えば、 「短大卒」グループと「高卒」グループとの第二子出産

のメディアン時間には、 3つの第一子出産年齢のいずれにおいても 2ヶ月前後の差が認め

られる。これらの結果を見る限り、第一子の出産年齢をコントロールした場合でも、母親

の学歴聞に見られる第二子出産テンポの格差が依然として存在しており、学歴が高いほど

第二子出産テンポが早くなる傾向があると言えよう。

次に、グラフ 3では学歴ごとによる第二子出産テンポの差異が結婚コーホートごとに

どう異なっているかを見るためにコーホートを(1)1969年以前の結婚 (2)1970-79年

の結婚 (3) 1980年以降の結婚、の三つのカテゴリーに分けて第二子出産者割合をの示

したものである。まず、結婚コーホートごとの変化を見ると、それぞれの学歴グループに

おいてコーホートが若くなるほど出産テンポが次第に早くなる傾向があり、特に 1969以

前コーホートと 1970-79年コーホートの聞にかなりの差がある。例えば、 「短大卒」の

場合、第二子出産のメディアン時間は、 1969年以前の結婚コーホートでは第一子出産後、

約 35ヶ月であったのに対して、 1970-79年のコーホートでは 32ヶ月に短縮されている。

さらに、 1980年以後のコーホートではこの値は 30.5ヶ月にまで低下している。しかし、
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1.0寸 グラフ2:母親学歴と第二子出産(第一子出産年齢)
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1.0寸 グラフ3:母親学歴と第二子出産(結婚コーホート)
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学歴グループ間の出産タイミングの格差については、 3つの結婚コーホートにおいて際だ

った違いは認められない。すなわち、いずれのコーホートでも、 「短大卒」グループが最

も早いテンポで第二子を出産する一方で、 「高卒Jグループは最も遅いテンポで出産して

いる。そして、 「大卒」グループが「短大卒」グループと「高卒」グループの中間に位置

しておいる。また、学歴グループのあいだに見られるテンポの差も結婚コーホート間であ

まり変わっていない。これらの結果を見る限り、それぞれの結婚コーホートは学歴聞の格

差を維持しながら、コーホートが若くなるにつれて、第二子の出産テンポを早める傾向が

あると言える。

(2)就業パターン

母親の就業パターンと第二子出産タイミングの関係を見るために、グラフ 4では母親

の就業パターンを(1)寿中断:これまで就業経験がない、あるいは、結婚を契機に仕事

を退職した経験がある (2) 出産中断:出産や育児のために退職した経験がある (3)就

業継続:結婚、出産、育児のために退職した経験がない、の三つの型に分けて第二子出産

経験者の累積割合を推定している。

1.0寸 グラフ4:母親就業と第二子出産
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まず、最も早いテンポで第二子を出産しているのは「寿中断」グループであり、反対に最

も遅いテンポで出産しているのは「就業継続」グループである。そして、 「出産中断」グ

ループはこれら 2つのグループの中聞に位置している。従って、結婚や出産による就業

の中断を経験しない非 rM字型J就労パターンの母親ほど出産タイミングが遅れること

になる。しかし、グラフ 4では「出産中断」グループと「寿中断Jグループの累積経験
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者割合は幾分開いている一方で、 「出産中断」グループと「就業継続Jグループの差はわ

ずかである。例えば、第二子出産経験者の累積割合が 75%に達する第 3四分位時間は、

「寿中断」グループで約 45ヶ月、 「出産中断」グループで 49.5ヶ月、 「就業継続」グ

ループで 51ヶ月となっており、出産・育児による労働市場からの一時的撤退が第二子出

産タイミングに及ぼす影響はそれほど大きくはない。

こうした母親の就業パターンと出生パターンの関係は夫の職業にも影響される(Desai

and Waite 1991; Ellingsater and Ronsen 1996)。例えば、イングランド&ウエールズ

では、就業している女性とそうでない女性の第二子の出生間隔の格差は夫の職業が専門・

管理職であった場合に小さくなり、反対に半熟練職の場合には大きくなることが明らかに

なっている (NiBhrolchain 1984， 1986a， 1986b， 1993)。グラフ 5では、夫の現職を「専

門・管理」、 「事務・販売」、 「マニュアル」の 3つに分けて母親の就業パターンとの

関連を見たものである。まず最初に、夫の職業ごとの第二子出産テンポの違いを見てみる

と、夫が「専門・管理」職に従事している場合で第二子出産間隔が最も短く、次いで「事

務・販売」、 「マニュアル」の順に間隔が長くなる傾向がある。恐らく、夫の所得水準は

「マニュアル」→「事務・販売」→「専門・管理」の順で高くなるはずであるから、夫の

所得水準の上昇は第二子出産テンポを速める効果があると考えられる。次に、母親の就業

グループ聞の出産間隔の差は、夫の職業が「専門・管理」で小さく、反対に「マニュア

ル」で多くなる傾向がある。例えば、 「寿中断Jグループと「出産中断」グループの第二

子出産の第 3四分位時間には、夫の職業が「マニュアル」の場合には約 6.5ヶ月の聞き

があるのに対して、 「専門・管理」では4ヶ月になっている。

続いて、グラフ 6で結婚コーホートごとの就業パターンと第二子出産間隔の関係を見

てみよう。まず第一に、結婚コーホートごとの変化については、 1960年以前コーホート

から 1970-79年コーホートにかけては出産テンポがかなり上昇ているが、 1980年以後

コーホートにかけては上昇のテンポが鈍化しているのが、いずれの就業グループにおいて

も観察される。例えば、 「寿中断」グループの第 3四分位時間は、 50ヶ月(1960年以

前コーホート)→45ヶ月 (1970-79年コーホート)→44ヶ月 (1980年以後コーホー

ト)と変化している。第二に、就業パターン間の第二子出産間隔の差を結婚コーホートご

とに見てみると、コーホートが若くなるにつれて差が次第に縮小している。第二子出産の

メディアン時間を例にとると、 1960年以前のコーホートでは「寿中断Jグループと「就

業継続」グループの聞には約 3ヶ月の差があったが、 1980年以後のコーホートでは、両

者の差は1.5ヶ月にまで低下している。この結果が示す限り、母親の就業・非就業のの違

いによる第二子出産タイミングの格差は、次第に縮小しつつあると言える。

(3)価値意識
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最後に価値意識と第二子出産タイミングの関係を見てみよう。 NFR98では問 20で親

子関係と夫婦(男女)関係についての考え方を回答者に尋ねている。この間では 6つの

意見項目に対して 4件法によって回答が用意されているので、本分析では、それぞれの

項目に 1--4の得点を、より伝統的価値観を持つほど値が大きくなり、より非伝統的価値

観になるほど値が小さくなるように割り当てた円例えば、回答者が(ア)の「男性は外

で働き、女性は家庭を守るべきである」に対して、 「そう思う」と答えた場合は 4を、

反対に「そう思わない」と答えた場合には 1を割り当てた。そして、こうして得られた

各項目の得点に対して因子分析を行った結果、二つ因子を検出した。一つ目の因子は

(ア)、 (エ)、 (オ)、 (カ)の項目と高い因子負荷量を示し、二つ目の因子は(イ)

と(ウ)に高い因子負荷量を示した。この結果に基づき本分析では、 (ア)、 (エ)、

(オ)、 (カ)の項目の得点の合計を回答者の「家族関係Jに対する価値意識(家族価値

観)、 (イ)と(ウ)の得点の合計を「男女関係」に対する価値意識(カップル価値観)

の尺度とした ω。

グラフ 7では、こうして得られた価値意識尺度の値の高いグループ(伝統志向)と低

いグループ(非伝統志向)の二つに分けて第二子出産経験者の累積割合を表したものであ

る。
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グラフ7:価値意識と第二子出産
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いずれの尺度においても伝統志向のグループは非伝統志向のグループよりも第一子出産後、

短い間隔で第二子を産む傾向がある。 rカップル価値観」の場合では、伝統志向のグルー

プは 33ヶ月前後で第二子の累積出産者割合が 50%に達するのに対して、非伝統志向で

は 31ヶ月前後であり、 2ヶ月の差がある。しかし、伝統志向のグループと非伝統志向の
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グループとの出産テンポの差は、僅かながら「カップル価値観」の方が「家族価値観」よ

り大きくなっている。

グラフ 8ではこれらの 2つのグループ聞の第二子出産テンポの格差が、結婚コーホー

トごとにと、の様に異なっているかを示している。まず、 「家族価値観」では結婚コーホー

トが若くなるほど出産タイミングが次第に早くなっており、この傾向は伝統志向グループ

にも非伝統志向グループにも共通して見られる。特に、 1960年以前コーホートと 1970-

79年コーホートとの問での変化が顕著である。また、伝統志向グループと非伝統志向グ

ループの出産テンポの格差をコーホートごとに比べてみると、両者の差がコーホートが新

しくなるにつれて縮小している。例えば第二子出産経験者の第 3四分位時間を見てみる

と、 1960年以前コーホートでは非伝統志向グループと伝統志向グループの聞には約 5ヶ

月の聞きがあったが、 1980年以後のコーホートではでは 2ヶ月弱に低下している。他方、

「カップル価値観」も「家族価値観」の場合と同様に、結婚コーホートが若くなるにつれ

て、伝統志向グループと非伝統志向グループの両方で出産間隔が短くなっている。しかし、

「家族価値観」の場合と異なり、伝統志向グループと非伝統志向グループとの聞の出産タ

イミングの格差はコーホート間であまり変化していない。例えば、二つのグループの第二

子出産のメディアン時間は 1960年以前コーホートでは約 4.5ヶ月であったが、 1980年

以後コーホートでもほぼおなじである。従って、 「カップル価値観」と第二子出産タイミ

ングの関係は結婚コーホートでほとんど変化していないと言える。

4.第三子出産タイミングの変動

(1)教育水準

まずグラフ 9で母親の学歴ごとの第三子出産テンポを比べてみると、第二子から第三

子までの出産間隔は母親の学歴が「短大卒」の場合がもっとも短く、反対に「高卒」が最

も長く、 「大卒」が両者の中間になっており、この学歴グループごとのの順序は第二子出

産間隔の場合と同じである。しかし、第二子の場合と比べて第三子では、これら三つの学

歴グループ問の出産テンポの格差が拡大している。第三子出産経験者の累積割合が 25% 

に達する第 1四分位時間を見てみると、 「短大卒Jグループが第二子出産後約 46ヶ月で

あるのに対して、 「大卒」グループでは約 51ヶ月であり、両者には 5ヶ月の聞きがある。

さらに、 「高卒」グループの第 1四分位時間は 57ヶ月にまで達しており、短大グループ

からは 1年近く遅れて第三子を出産している。

第二子の場合と同様に、学歴グループ聞の出産タイミングの差が出産年齢によってどの

様に異なるかを吟味するために、グラフ 10では第二子出産年齢を(1)25歳以下 (2)

26歳以上 30以下 (3)31歳以上の三つのグループに分けて母親の学歴との関係を表し

ている。どの学歴グループにおいても、母親の第二子出産年齢が上昇するにつれて第三子
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グラフ9:母懇学歴と第三子出産
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の出産テンポが遅くなっている。特に第二子を 31歳以上で出産した場合、 50ヶ月後前

後から第三子出産経験者の累積割合の上昇が鈍化し、その後はほとんど横ばいになってお

り、第三子を持つ母親が増加しなくなっているのがわかる。学歴グループ聞の出産タイミ

ング違いを 3つの出産年齢ごとに比べてみると、第二子の出産年齢が高くなるにつれて、

出産テンポの学歴間格差が拡大する傾向がある。例えば、 「短大卒」グループと「高卒J

グループの第三子出産経験者の累積割合が 15%に達する時点を見てみると、 31歳以上で

第二子を出産した場合には両者には 7ヶ月近い差があるが、 25歳以下でで第二子を出産

した場合には3ヶ月程の差に留まっている。

グラフ 11は、学歴グループ聞の第三子出産タイミングの差が結婚コーホートごとにど

うなっているかを見るため、第二子の場合と同様、 (1) 1969以前の結婚 (2)1970-79 

年の結婚 (3)1980年以降の結婚の三つのコーホートに分けて第三子の累積経験者割合

を推計したものである。まず、第三子の出産テンポは結婚コーホートが若くなるにつれて

遅くなっている。特に 1969以前の結婚コーホートから 1970ー79年の結婚コーホートに

かけてのテンポの低下が著しく、 「短大卒j グループでは第 l四分位時聞が 35ヶ月から

47ヶ月へと約 1年ほど延びており、この傾向は他の学歴グループでもほぼ同様である。

さらに興味深いのはコーホートが若くなるにつれて学歴グループの間の差が縮小してきで

いる点である。特に、 「短大卒」グループと「大卒」グループの差が減少しており、

1960以前コーホートでは約 7.5ヶ月あった両グループの第 1四分位時間の差が、 1980

この 2つのグループの第三子の出年以降のコーホートでは 3ヶ月ほどに減少しており、

産タイミングは著しく接近していると言える。
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グラフ10:母親学歴と第三子出産{第二子出産年齢)
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(2)就業パターン

次に、第三子出産タイミングと母親の就業パターンの関係を見てみよう。グラフ 12で

は第二子の場合と同様に、母親の就業パターンを(1)寿中断 (2) 出産中断 (3)就業継

続の三つの型に分けて第三子出産経験者の累積割合を推定している。
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グラフ12:母親就業と第三子出産
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まず、最も早いテンポで第三子を出産しているのは「寿中断j グループであり、その次に

「就業継続」グループが来ている。前者の第 1四分位時間と後者の第 1四分位時間には

約 7ヶ月の差がある。そして、最もタイミングが遅いのが「出産中断」グループであり、

「就業継続」グループより第 1四分位時間が 4ヶ月ほど遅くなっている。前節で見たよ

うに、第二子では「就業継続」グループと「出産中断Jグループの問の出産タイミングの

差はわずかであったのに対して、第三子ではこれら 2つのグループの出産タイミングの

差が幾分、拡大しており、母親の就業パターンの出産タイミングへの影響は第二子よりも

第三子においてよりはっきりと現れる傾向がある。

続いて、グラフ 13では夫の職業ごとに母親の就業パターンと第三子出産タイミングの

関連を見たものである。全体としては、夫の職業が「マニュアルJの場合、 「管理・専

門」や「事務・販売」と比べて、第三子出生テンポがかなり遅くなっているが、 「管理・

専門」と「事務・販売」とには出産テンポにそれほど大きな違いがあるわけではない。し

かし、母親の就業パターン間の出産タイミングの差は、夫の職業によってかなり違ってい

る。すなわち、 「寿中断」グループと「出産中断」グループの出産テンポの差は、夫の職
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グラフ13:母親就業と第三子出産(夫職業)
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グラフ14:母親就業と第三子出産(結錨コーホート)
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業が「マニュアルJの場合と比べて「管理・専門」では、かなり小さくなっている。例え

ば、第三子出産経験者の累積割合が 15%に達する時間を見てみると、夫が「管理・専

門j の場合、 「寿中断」グループと「出産中断Jグループには約 2ヶ月の差しかないの

に対して、 「マニュアル」の場合は 5ヶ月にも達している。

次に、結婚コーホートごとの就業パターンと第三子出産間隔の関係をグラフ 14で見て

みると、いずれの就業パターンでも 1960年以前結婚コーホートが最も出産テンポが速く、

次いで 1980年以降のコーホート、そして、最も出産テンポの最も遅いのが 1970-79年

出産コーホートになっている。しかし、結婚コーホート問の出産タイミングの格差に注目

してみると、 1960年以前コーホートででグループ間の差が小さく、コーホートが新しく

なるにつれて格差が広がってきている。例えば、 「出産中断」グループの第 1四分位時

間と「寿中断」グループの第 1四分位時間には、 1960年コーホートでは約 5ヶ月の差で

あったが、 1980年以降のコーホートでは 11ヶ月近くにまで拡大しており、この 2つの

グループの第三子出産タイミングは次第に草離しつつあると言える。

(3)価値意識

最後に価値意識と第三子出産タイミングの関係を見てみよう。グラフ 15では第二子の

場合と同様の方法で分類された価値意識のグループごとに第三子の出産タイミングを推計

している。

グラフ15:価値意識と第三子出産
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まず、 「カップル価値観Jと「家族価値観」の両方において、 「伝統的」グループの方が

「非伝統的」グループよりも早いテンポで第三子を出産する傾向がある。しかし、これら
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2つのグループの差に注目すると「家族価値観」の方が「カップル価値観」よりも 2つの

グループ聞のテンポの差が若干、大きくなっている。前者の場合、 「伝統的Jグループと

「非伝統的」グループの第 1四分位時間には約 9ヶ月の開きがあるのに対して、後者で

は 5ヶ月にとどまっている。従って、 「家族価値観」の方が「カップル価値観」より第

三子の出産テンポに強い影響を与えていると言える。

グラフ 16では「カップル価値観」の 2つのグループの累積経験者割合を結婚コーホー

トごとに示している。いずれのグループでも 1960年以前コーホートから 1970-79年コ

ーホートにかけて急激に出産テンポが低下しているが、その後、 1980年以後コーホート

にかけてはあまり低下していない。そして、 「伝統的」グループと「非伝統的」グループ

の第 1四分位時間の差を見てみると、 1960年以前コーホートの約 5ヶ月から 1980年以

後のコーホートの 8ヶ月へと結婚コーホートが新しくなるにつれて、ほんのわずかなが

らグループの格差が拡大している。この様なパターンは「家族価値観」にも同じように見

られる。すなわち、 1960年以前コーホートから 1970-79年コーホートにかけて著しく

出産テンポが低下した後、 1980年以後コーホートにかけてはテンポの低下が鈍化してい

る。さらに、 2つのカテコリーの出産タイミングの差もコーホートが新しくなるにつれて

拡大する傾向が観察される。しかしながら、 「カップル価値観Jと比べると「家族価値

観」の方がカテゴリ一間の差がより大きくなっている。例えば、 「家族価値観」について、

「伝統的Jグループと「非伝統的」グループの第 l四分位時間の差を見てみると、 1960

年以前コーホートでは約 6ヶ月であったのが、 1980年以後コーホートでは 13ヶ月に達

しており、 「カップル価値観」の場合よりコーホート間の変動が大きくなっている。従っ

て、価値意識の第三子出産タイミングに対する影響は「カップル価値観」では結婚コーホ

ート間であまり変化がないが、 「家族価値観」ではコーホートが若くなるにつれれ、次第

に強くなりつつあると言える。

5 .おわりに

本分析では NFR98の女性サンプルを使い、第二子と第三子の出産タイミング分析を行

った。本分析で明らかになったのは以下の通りである。まず、母親の学歴については、

「短大卒」→「大卒J→「高卒」の順で出産テンポが遅くなっており、このパターンは第

二子でも第三子でも同じであった。そして、こうした母親の学歴の聞に見られる出産タイ

ミングの格差は第一子、あるいは第二子の出産年齢をコントロールした場合でも依然とし

て存在していた。さらに、結婚コーホートごとに学歴聞の出産タイミングの違いを見た場

合、第三子においてはコーホートが若くなるにつれて、大学卒と短大卒の差が縮小する傾

向が観察されたが、第二子についてはこうした傾向ははっきりとは見られなかった。
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次に、母親の就業パターンについては、第二子の場合「寿中断」グループ→「出産中

断」グループ→「就業継続Jグループの順で出産テンポが遅くなっていたのに対して、第

三子では「寿中断」グループ→「就業継続」グループ→「出産中断」グループの順であっ

た。これらの母親の就業パターンの違いによる出産テンポの差を、結婚コーホートごとみ

見てみると、第二子では母親の就業・非就業の聞のタイミングの格差がコーホートが若く

なるにつれて小さくなっているのに対して、第三子では大きくなる傾向があった。さらに、

母親の就業パターンのグループ聞の出産間隔の差は、夫の職業が「専門・管理」で小さく、

反対に「マニュアル」で多くなる傾向が第二子でも第三子でも観察された。

最後に価値意識については、 「家族価値観Jにおいても「カップル価値観」においても、

非伝統的な価値意識を持つグループの方が伝統的な価値意識を持つグループよりも出産テ

ンポが遅くなる傾向があり、このパターンは第二子でも第三子でも同じように観察された。

しかし、非伝統的なグループと伝統的なグループの聞の格差に注目すると、第二子では

「カップル価値観Jの方が「家族価値観」より両グループ聞の差が僅かながら大きく、第

三子では「家族価値観Jの方が「カップル価値観」より大きい。さらに、第二子では「家

族価値観」では結婚コーホートが若くなるにつれて、非伝統的なグループと伝統的なグル

ープの出産タイミングの差が縮小する傾向があった。他方、第三子では、 2つのグループ

の出産タイミングの差がコーホートが若くなるにつれて拡大する傾向が、 「家族価値観J

でも「カップル価値観」でも見られた。

本稿では単変量と二変量による分析を用いため、交絡要因 (ConfoundingFactor ) 

の第二子、第三子出産タイミングへの影響を十分にコントロールしていない。従って、本

分析の結果からは第二子・第三子出産タイミングの決定要因を明確に特定することは難し

い。特に、夫の収入や学歴といった配偶者についての変数や家族構成や居住地といった世

帯ついての変数は第二子、第三子の出産タイミングに影響を与える可能性があり、これら

の変数の影響を十分に吟味しなければならないであろう。従って、今後はハザード分析を

使った多変量解析によって、第二子・第三子出産タイミングの決定要因を明らかにする必

要があろう。

注

(1)日本における期間合計出生率の低下と出生タイミングの関係については、福田

(1999)で詳細に論じられている。

(2) この他に先進諸国の出生パターンの変動の要因としては、RichardEasterlinの

Relative Economic Status仮説があるが、これについは本稿では扱わない。この仮

説については Easterlin(1973)を参照。

(3) New Home Economics Theoryについては Cigno (1991)を参照。
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(4) Second Demographic Transition TheoryについてはLesthaeghe (1995) と

van de Kaa (1987， 1994)を参照。

(5) r全国家族調査」の問 20の意見項目は以下の通りである。

(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである。

(イ)愛のない夫婦は離婚すべきだ。

(ウ)未婚者でも、お互いに強い愛情があれば、性的な関係をもってもかまわない。

(エ)子どものためなら、親は自分のことを犠牲にすべきだ。

(オ)親の面倒をみるのは長男の義務である。

(カ)親が年をとって、自分たちだけでは暮らしていけなくなったら、子どもは親と同

居するべきだ。

(6) ここで問題となるのは、個人の価値意識がどの程度、安定的であるかという点であ

る。なるほど、個人の価値意識は年齢の変化とともに変化することはあり得ることで

ある(加齢効果)。例えば、加齢するにつれて非伝統的価値から伝統的価値を曙好す

るようになる変化などが考えれらる。しかしながら、青年期に形成された価値意識は

安定的であり、生涯を通じてあまり変わらないことも考えられ得る。本分析では、後

者の価値意識が比較的安定であるという仮定に基づいて分析している。
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